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はじめに
　東京都心身障害者扶養年金審議会（以下「本審議会」という。）は、平成18年5月12日、東京都知事から「東京都心身障害者扶養年金制度の社会的役割の変化をふまえた今後の在り方について」と題する諮問を受けた。

この諮問の趣旨は、「東京都心身障害者扶養年金制度（以下「扶養年金制度」という。）は昭和44年の制度発足以来既に37年が経過している。この間、社会経済状況が大きく変化するとともに、障害者施策も質・量ともに充実が図られてきた。特に、平成18年4月1日から障害者自立支援法が施行され、障害があっても地域で自立した生活を可能にするためのサービス体系が格段に強化された。こうした中で、扶養年金制度はバブル経済崩壊後の金利低下という状況もあり、財政運営上の問題が顕在化し、平成10年度に掛金の引上げにより年金基盤の建直しを図ったにもかかわらず、その後も引き続く低金利と掛金納付者の減少等により、このまま放置すれば、５年後の平成23年度には基金が枯渇する状況に立ち至っている。こうした状況をふまえ、今後の扶養年金制度の在り方について検討してほしい。」というものである。
本審議会は、平成18年5月から検討に入り、扶養年金制度の財政問題を中心とする現状分析や他の障害者施策の整備状況及び障害者の生活実態を踏まえて、今後の制度の在り方について検討し、４回の審議を経て「中間のまとめ」を公表した。その結果、寄せられたパブリックコメントは624件におよび、そのほとんどが加入者からであった。本審議会としては扶養年金制度に対する加入者の切実な要望、様々な意見を重く受けとめ、さらに審議を行い、最終答申をとりまとめた。
扶養年金制度は、保護者亡き後の障害者の生活の安定と福祉の向上を図る目的で創設されたものであり、障害者の生活の安定を支える役割を果たしてきたが、保険制度としては行き詰まっていることが明らかである。

　本審議会では、扶養年金制度をどのように建て直すかという問題意識から審議を始め、扶養年金制度の将来的な見通しを含めた抜本的な議論を行ってきたが、現行の扶養年金制度は財政的に行き詰まっており、これを維持するためには、掛金を大幅に値上げするか、又は継続的な多額の公費投入により実質的に公費で給付を行うほかはない。
しかし、加入者の負担能力を超える大幅な掛金の値上げは実質不可能であり、また、本制度は任意加入であり、年金給付に要する費用を加入者の掛金で賄うことを原則とすることから、継続的な多額の公費投入を前提とした制度の維持も不可能である。
したがって、現行制度を維持することは、もはや困難であろうとの結論に達し、都に扶養年金制度の廃止を提言するものである。

　ただし、扶養年金制度が破綻に至ったことについて、制度を運営する都の責任は非常に重いものであり、都は、制度廃止に伴う制度加入者への対応に十分に意を尽くす必要がある。
制度発足後37年経過し、障害基礎年金や各種手当の創設及び給付水準の向上、障害者施策の充実などにより、経済面で障害者の生活を支えるという制度の役割についても、その当時とは状況が変わってきているとはいえ、保護者亡き後の不安の軽減と障害者の福祉の向上を図るという制度の目的は、依然として重要な課題である。本審議会としては、障害者が保護者亡き後も地域の中で自立して尊厳をもって生活できるよう、都が総合的施策展開に積極的に取り組んでいくことを強く要望するものである。
第１　東京都心身障害者扶養年金制度の概要

　１　扶養年金制度の目的
　　　扶養年金制度は、心身に障害のある者の保護者が死亡し、又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となった後、障害者に年金を支給することによって、障害者の生活の安定と福祉の向上を図るとともに、残された障害者の将来に対し保護者の抱く不安の軽減を図ることを目的として昭和44年４月に創設された。

２　扶養年金制度の主な内容
　　(1) 扶養年金制度の仕組み
　　　　扶養年金制度は、加入者が東京都（以下「都」という。）に掛金を払い込み、都はこの掛金を収納し、東京都心身障害者扶養年金特別会計（以下「扶養年金会計」という。）において年金給付等を行うとともに、年金給付等に支出した残額を東京都心身障害者扶養年金基金（以下「扶養年金基金」という。）に積み立て、この基金を運用することによって、将来の年金給付に備えるという仕組みをとっている。

　　(2) 加入資格（障害者の保護者）

　　　ア　東京都の区域内に住所を有すること

　　　イ　65歳未満であること
　　　ウ　東京都規則で定める疾病の状態にないこと

　　(3) 障害の範囲（障害者）

　　　ア　知的障害者　精神発育の遅滞の程度が軽度以上のもの

　　　イ　身体障害者　身体障害者手帳の等級がおおむね４級以上のもの（体幹機能障害等は５級以上でも可）

　　　ウ　精神障害者　一定程度以上の症状を有するもの（扶養年金条例別表第一参照）
　　　エ　その他（脳性麻痺、自閉症又は進行性筋萎縮症を有するもの）

　　(4) 年金等の給付

　　　ア　年金の給付

　　　　　加入者が死亡又は身体及び精神の機能を著しく喪失した状態となったとき毎月３万円（特約付加入者は１万円加算）を給付する。

　　　イ　一時金の給付

　　 　（ｱ）弔　慰　金
年金受給開始前に障害者が死亡したときには、加入者に加入期間に応じた額を給付する。

　　　　　　 5年未満　　　　　　  ３万円（特約付加入者は１万円加算）
　　　　　　５年以上20年未満　　6万円（特約付加入者は2万円加算）
　　　　　　20年以上　　 　　　12万円（特約付加入者は4万円加算）
　　　 （ｲ）葬　祭　料
年金受給中に障害者が死亡したときには、年金受取人に３万円（特約付加入者は１万円加算）を給付する。

　　　 （ｳ）脱退一時金等
加入者が脱退の申出をしたときは、加入者に脱退一時金として加入期間に応じた額を支給する（特約付加入者が特約を取り消す場合には、取消一時金として特約付加期間に応じた額を支給する。）。

　　　　　・脱退一時金　　５年以上10年未満　　３万円

　　　　　　　　　　　　　10年以上　　　　　 　　６万円

　　　　　・取消一時金　　５年以上10年未満　　１万円

　　　　　　　　　　　　　10年以上　　　　　 　　２万円

　　(5) 掛　　金
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　　(6) 掛金の減額

　　　　下記に該当する場合は、掛金を２分の１に減額している。
　　　ア　加入者が生活保護を受けている場合

　　　イ　加入者が区市町村民税を課せられていない場合又は免除されている場合
　　　ウ　夫婦がともに障害者で相互に加入しているとき、いずれか一方

　　　エ　その他罹災のため支払いが困難なとき

３　扶養年金制度の発足とその後の経過

　　(1) 扶養年金制度の発足

　　　　扶養年金制度は、昭和44年４月に創設された。当時、このような制度は、神戸市、岡山市、大阪市、名古屋市等の数市で実施されていたほか、多数の自治体でも実施が予定されていた。

　　　　一方、国においても制度化に向けて検討が行われていたが、都制度の発足から10か月後の昭和45年2月に心身障害者扶養保険制度（以下「全国制度」という。）として創設され、それまで各自治体が独自に実施していた制度が、全国的な規模で統一されることとなった。

　　　　しかし、このとき都は、全国制度に比べて都制度の内容が、
　　　①　加入者の年齢制限が緩やかであること（初年度加入者の年齢制限なし・次年度以降特認制度※あり）

　　　　　※特認制度…加入者年齢が45歳以上であっても、「障害者となって１年以内の者を保護する者」及び「都内に転入後１年以内の者」であれば、特別に加入を認めていた制度
　　　②　対象とする障害者の障害範囲が広いこと

　　　等から、全国制度には移行せず、都独自の施策として本制度を推進することとした。

　　(2) その後の経過

　　　　都は全国制度に移行せず、独自の制度を推進することとしたものの、全国制度の改正動向や制度を取り巻く諸状況の変化から、これまで４回にわたり制度の改正を行っている。

　　　ア　昭和45年度改正

都制度は、全国制度の発足から７か月後の昭和45年9月に、掛金等を全国制度並とするため、次のような改正を行った。　

　　　　①　掛金を全国制度と同等にするため、引き下げた。

　　　　②　掛金の払込期間を全国制度と同等にするため、25年から20年に短縮した。

　　　イ　昭和53年度改正

加入者や関係者等からの年金給付額の増額や加入資格年齢の引上げ等の要望に対応して、昭和53年10月に次のような改正を行った。

　　　　①　年金給付額を２万円から３万円に増額した。

　　　　②　給付額の引上げに伴い掛金を引き上げた。

　　　ウ　昭和62年度改正

加入者資格年齢の引上げ等が検討され、昭和62年７月に次のような改正を行った。

　　　　①　加入資格年齢を45歳未満から65歳未満に引き上げた。（特認制度の撤廃）

　　　　②　それに伴い健康告知制度を導入した。

　　　　③　特約方式を採用して、給付額を１万円増額できるようにした。

　　　　　これらは、昭和54年10月の全国制度の改正において、①加入資格年齢を45歳未満から65歳未満に引き上げたこと、②２口加入方式を導入し、年金給付が最高4万円（2口）となったことに対応したものである。

　　　エ　平成10年度改正

扶養年金財政を建て直し、制度の安定的運営を図るため、平成10年10月に次のような改正を行った。

　　　　①　加入者が適正な掛金を負担するよう、掛金及び特約掛金の改正を行った。また、掛金の減免制度を改正し、減額のみの取扱いとした。

　　　　②　弔慰金について、一律給付から、加入期間に応じた額を支給するよう充実を図った。

　　　　③　脱退する加入者又は特約部分を取り消す特約付加入者に対し、加入期間に応じた一時金を支給するよう、脱退一時金及び取消一時金を創設した。

④　年金の支給制限、支給停止、支払いの差止め及び返還の規定を設けた。
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調査対象者数＝647人

（３つ以内の複数回答）


４　心身障害者扶養保険制度の概要

　　全国制度は、昭和45年２月１日に創設されたが、その後３回の制度改正を行い、現行制度は以下のような内容となっている。

　(1) 全国制度の仕組み

　　　全国制度は、加入者が地方公共団体に払い込んだ掛金を、独立行政法人福祉医療機構が保険料として生命保険会社に納め、加入者が死亡または重度傷害となった時に生命保険会社から独立行政法人福祉医療機構が一時金として保険金を受け取り、その保険金を原資として信託銀行において運用しながら、地方公共団体を通じて障害者に年金を支払うという仕組みをとっている。そして、保険金支払いのための保険財政と年金支払いのための年金財政に分かれている。
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調査対象者数＝2,757人

（３つ以内の複数回答）


　　(2) 根　　拠

　　　　全国制度においては、実施主体である地方自治体（道府県・政令指定都市）が心身障害者扶養共済制度条例を制定することが要件となっている。条例を定めることによって、独立行政法人福祉医療機構との保険契約が可能となるためである。
(3) 加入資格（障害者の保護者）

　　　ア　県（道府県・指定都市）の区域内に住所を有すること

　　　イ　65歳未満であること

　　　ウ　特別の疾病又は障害を有せず、扶養保険契約の対象となることができること

　　(4) 障害者の範囲（障害者）

　　　ア　知的障害者

　　　イ　身体障害者　身体障害者手帳の1級から3級までに該当する者

　　　ウ　精神又は身体に永続的な障害のある者で、その障害の程度が上記ア又はイに掲げる者と同程度と認められる者（精神障害者、自閉症、脳性麻痺、進行性筋萎縮症、血友病その他の特定疾患等）

　　(5) 年金等の給付

　　　ア　年金の給付

　　　　　加入者が死亡又は条例で定める重度障害となったとき、一口当たり毎月2万円（２口加入者は４万円）を給付する。

　　　イ　一時金の給付

　　　 （ｱ）弔　慰　金
年金受給開始前に障害者が死亡したときに、加入者に加入期間に応じて支給する。

　　　　　　1年以上5年未満（加入1口につき）　2万円

　　　　　　５年以上20年未満　　　　　　　　 　5万円

　　　　　　20年以上　　　　　　　　　　　　　10万円

　　　 （ｲ）脱退一時金
加入期間が5年以上の加入者で、加入者が生存中にこの制度を脱退した場合に、加入者に加入期間に応じて支給する。
　　　　　　５年以上10年未満（加入１口につき）３万円

　　　　　　10年以上20年未満　　　　　　　　 ５万円

　　　　　　20年以上　　　　　　　　　　　　  10万円

　　(6) 掛　　金
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(7) 掛金の減額等

　　　　全国制度においては、独自の判断で掛金の減額等を実施している地方自治体がある。
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第２　扶養年金制度の現状と問題点

　１　加入者の状況
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　　　扶養年金制度の加入者は、以下のように分けられる。
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（「平成１６年度東京都扶養年金制度財政調査報告」より）
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扶養年金制度の加入者は平成17年３月末現在29,793人に達している。平成10年度以降、新規加入者は減少し、ここ数年は毎年200人前後で推移している。

　　　掛金納付者は8,942人で、そのうち掛金減額者は1,485人と16.6％である。掛金納付者の年齢分布をみると、50歳以上の者が7,326人と全体の約82％を占めている。

　　　掛金納付者の年金加入期間別でみると、15～19年と納付完了が近づいている者が3,675人と41％を占め、これらの者が納付完了者となることにより、今後も掛金納付者の減少は避けられない状況である。

　　　また１回目の改正（昭和45年）により掛金の払込期間を25年から20年に短縮したため、制度発足から20年を経過した平成元年度から納付完了者が発生している。その数は、平成17年3月末現在、10,905人に達している。納付完了者の増加により、掛金納付者が激減し、掛金収入等の減少の要因となっている。

　　　納付完了者の年齢分布をみると、65歳以上が7,942人と72.8%を占めており、近々に受給者へと変わってくることが予想され、今後も受給者の増加が見込まれる。

加入者の障害別分布をみると、知的障害が58％、身体障害が29%、精神障害が7%と、知的障害の比率が高い。
[image: image9.emf]0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

44464850525456586062元357911131517

（年）

（円）

生活扶助（単身男子障害1,2級）（国）

障害基礎（福祉）年金１級(国）

重度心身障害者手当(都）

扶養年金

心身障害者福祉手当(都）

特別障害者手当(福祉手当)

20,800

15,500

30,000

60,000

82,758

110,550

扶養年金

 S44.4実施

20,000

14,245

2,700

5,000

心障福祉手当

重度手当

10,000

障害基礎年金

64,875

福祉手当

特別障害者手当

26,520

4,000

昭和

平成


　　（平成16年度末）
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制度発足直後の昭和45年度には、愛の手帳所持者の52.1%、身体障害者手帳所持者の5.7％が制度に加入していた。しかし、平成16年度においては、愛の手帳所持者の31.2%、身体障害者手帳所持者の2.2％、精神障害者保健福祉手帳の6.0％となっており、手帳所持者に対する割合は減少してきている。全障害手帳所持者に対する割合は制度発足当時11.1％であったが、現在は5.7%と減少している。

[image: image11.emf]ＳH

事　　　　業　　　　名4445464748495051525354555657585960616263元23456789101112131415161718

知的障害者グループホーム

重度知的障害者グループホーム

重度身体障害者グループホーム事業

精神障害者グループホーム

身体障害者福祉ホーム

肢体不自由者自立ホーム

精神障害者福祉ホーム

精神障害者生活訓練施設

知的障害者通勤寮

身体障害者自立支援事業

重度身体障害者（児）住宅設備改善費給付事業


２　受給者の状況

　　　年金受給者数は年々増加しており、平成17年3月末現在の受給者数は9,946人である。受給者数は、平成15年度より掛金納付者を上回っており、加入者に対する年金受給者数の比率は33.4％に達している。

　　　昭和62年7月から開始した特約制度加入者への支払も721件に達している。

　　　受給者の年齢別分布をみると、65歳以上の受給者が2,198人と全体の22%を占める。また、50代の受給者が3,273人と32.３%を占めており、受給者の平均寿命が76.7歳となっていることから、受給者の年金受給期間は今後も延びることが予想できる。

　　　年金受給者の掛金払込額をみると、平成10年度改正以前にあった掛金減免制度により、全く掛金を払わないで年金を受給している者が15.6%おり、１年分の年金受給額36万円を下回る30万円未満の掛金納付で年金を受給している者を併せると全体の55.5%を占めている。
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この資料は都の責任において作成しました


３　扶養年金財政の状況
　(1) 歳入及び歳出

扶養年金会計の昭和44年度から平成16年度までの歳入・歳出別の状況は以下のとおりである。

　　　ア　歳　　入

　　　　　昭和44年度から平成16年度までの扶養年金会計の歳入の累計額は、838億円である。このうち掛金収入は199億円で23.7％である。公費の繰入れは、掛金の減免相当分を都が負担する減免費53億円（6.3％）、加入者掛金と保険数理上の適正掛金の差を埋める軽減費251億円（30.0％）、基金補填費159億円（19.0％）で、合計463億円であり、これは歳入累計額の55.3％を占めている。

　　　　　また、財産収入（基金利子収入）は176億円で21.0％である。

　　　　　制度運営の基本である掛金収入相当分（掛金収入＋減額費繰入金）は、252億円で30.0％を占めているに過ぎない。
　　　イ　歳　　出

　　　　　歳出の累計額は、838億円であり、77.2％の647億円が給付金として支給され、22.8％の191億円が扶養年金基金として積み立てられている。

　　　　　年金支払額は平成16年度で37.6億円にのぼっている。
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　　(2) 財政収支

平成5年度から扶養年金基金の取崩しが始まっている。平成10年度制度改正で掛金の増額改定を行ったが、基金の取崩しは止まらず、平成17年3月末の基金残高は、191億円となっている。平成16年度に都が実施した財政調査によれば、現行制度のもとでこのまま運営した場合、平成23年度に扶養年金基金は枯渇する。

運用利率を0.5％と想定すると、平成23年度には33億円、24年度以降、毎年40億円以上の公費投入が必要と見込まれる。
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　　(3) 公費繰入金
　　　　東京都が負担している経費として、掛金減免費・掛金軽減費・事務費・基金補填があり、一般会計から扶養年金会計へ繰り入れている。　

　　　ア　掛金減免費（平成16年度末累計　53億円）
　　　　　掛金減免費とは、本人掛金額の減免相当分を公費で負担し、年金会計に繰り入れているものである。

　　　　　減額対象者は激減しているとはいえ、毎年0.9億円前後の公費負担となっている。

　　　イ　掛金軽減費（平成16年度末累計　251億円）
　　　　　掛金軽減費とは、加入者掛金と保険数理上の適正掛金との差額を公費負担し、年金会計に繰り入れているものである。

　　　　　平成10年度の掛金改正により、それ以降、掛金軽減費は発生しないこととなった。

　　　ウ　事務費（平成16年度末累計　21億円）
　　　　　事務費については、全額公費で負担している。

　　　エ　基金補填（平成16年度末累計　159億円）
　　　　　低額の掛金設定によって生じた基金積立不足額（欠損額）に対して、都が一般会計から繰り入れる財政措置である。

　　　　　平成16年度末までに159億円を繰り入れている。
第３　障害者の生活実態

　１　平成17年度扶養年金受給権者生活状況報告書
　　　年金受給者の生活実態は、平成17年度扶養年金受給権者生活状況報告書より、垣間見ることができる。

　　　受給者の居住状況では、障害種別により相違が見られる。知的障害者においては、在宅が44.8％で、施設入所が41.2%であるが、身体障害者では、在宅が79.6%、施設入所が13.3%と、両障害では在宅、施設入所で9割近くとなっている。精神障害者は、入院46.0%が最も多く、次いで在宅が36.2%となっている。

　　　収入で一番多いものを尋ねたところ、障害種別共通で、障害基礎年金となっている。

　　　また、受給者の扶養年金の使用目的をみると、すべての障害で生活費と医療費が約5割を占めている。

　　　以上のことから、扶養年金受給者の生活において、扶養年金は補完的な収入として重要な役割を果たしているものと言える。
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２　平成15年度東京都社会福祉基礎調査

　　　地域で暮らす障害者の方の福祉サービスに対する要望が、平成15年度東京都社会福祉基礎調査「障害者の生活実態調査」からうかがえる。
　　　それによると、知的障害者は、一位が「所得保障」27.1%、次いで「周囲の人の理解」21.5%、「グループホーム」20.4%、「仕事場所の確保」18.2%、「雇用施策」18.2%となっている。

身体障害者は、一位が「施設等のバリアフリー」34.7%、次いで「住宅の整備」26.4%、「医療やリハビリテーション」23.4%、「所得保障」22.5%、「ホームヘルプサービス」22.2%となっている。

精神障害者は、一位が「ホームヘルプサービス」25.3%、次いで「相談とサービス」23.1%、「情報提供の充実」20.4%、「就労支援サービス」18.1%、「通所サービス」17.4%となっている。

　　　これらより、どの障害種別でも地域で自立して生活するために必要なサービスを望んでいることがわかる。
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第４　障害者施策の充実

　１　公的年金制度等の充実

　　　扶養年金制度は、障害者に対する公的所得保障制度が十分に整備されておらず、また、給付水準が低かった時代において、任意加入の私的保険の仕組みを基本とし、低所得者に対しては掛金の減免制度を導入するなど福祉的措置を伴った制度として発足した。その際、知的障害者の親の会の促進運動が大きな役割を果たした。

　　　当時、心身障害者に対し金銭給付を行う福祉施策は、特別児童扶養手当（国制度：月額1,900円）及び国民年金障害福祉年金（国制度：月額2,700円）のみであった。このような状況の中で、保護者の強い要請に応えて、保護者亡き後の障害者の生活の安定を図ることを目的として、扶養年金制度は創設された。月額2万円の給付を保証する扶養年金制度は、当時の生活扶助費の月額が14,245円（20～40歳単身男子、障害１，２級）であったことと比べても、経済面で障害者の生活を支えるという点では画期的な制度であり、重要な役割を担っていた。

その後、国における障害者の所得保障制度として、昭和61年4月には障害基礎年金が創設され、障害者に対する所得保障の枠組みが年金制度内につくられるとともに、在宅の重度障害児に対する福祉措置の一環として障害児福祉手当（国）が、また、障害者の所得保障の一環として障害者の自立生活の基盤を確立するために特別障害者手当（国）がそれぞれ創設され、給付水準も向上していった。これらに伴い、扶養年金制度の経済面で障害者の生活を支えるという役割は、創設当時に比べれば相対的に変わってきていると言うことができる。
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２　障害者施策の充実　

　　　障害者施策において、家族による扶養又は施設保護中心であった制度発足当時と比べ、障害者の自立支援のための在宅サービスの充実が図られてきた。
昭和49年度には、現在の全身性障害者介護人派遣事業である重度脳性麻痺者等介護人派遣事業（都単独事業）が開始され、昭和53年度には知的障害者生活寮（都単独事業、現在のグループホーム）が、全国に先駆けて事業開始された。昭和56年の国際障害者年、それに引き続く「国連障害者の10年」があり、この間に入所施設やホームヘルプサービスなど障害者施策の基盤となるサービスの充実が図られてきた。
例えば、昭和44年度には心身障害者（児）のホームヘルパーの派遣回数は延べ約3万5,000回であったが、平成14年度では169万６,000回であった。また、精神障害者グル－プホームの定員は平成４年度では16人であったが、平成17年度では565人に伸びている。

その後も、障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で主体的に生活できる社会の実現を目指し、地域での自立や社会参加を支える身近な相談・支援機関である障害者地域自立生活支援センターや精神障害者地域生活支援センター、地域居住の場であるグループホーム、地域生活に欠くことのできない日中活動の場である通所施設などの整備のほか、障害者の一般就労機会の拡大に向けて、就労面と生活面の一体的支援を提供する区市町村障害者就労支援事業の拡充が図られてきた。

　　　平成15年4月にスタートした支援費制度は、障害者の「自己選択と自己決定」という理念のもと、障害者自らがサービスを選択し、事業者と対等な立場で契約を結びサービスを利用する制度であり、身体・知的障害者の在宅サービスの利用者数、利用時間数は大幅に拡大した。

　こうした障害者施策の充実は、東京都の予算からもうかがうことができる。一般会計予算では昭和44年度の約7,560億円に比べ、平成17年度は５兆8,540億円となっており、約7.7倍の伸びとなっている。一方、障害者福祉予算では昭和44年度の約59億円に比べ、平成17年度は約1,463億円で約24.8倍の伸びとなっている。すなわち、一般会計予算に占める障害者福祉予算のシェアは３倍以上になっている。

また、平成18年4月から施行された障害者自立支援法においては、支援費制度の理念を継承しつつ、精神障害を含め、障害の種別にかかわらずサービスを利用する仕組みを一元化するとともに、サービスに係る財源は国と地方自治体が義務的に負担することとし、必要なサービスを計画的に充実させることとした。
このことにより、支援費制度の課題が解消され、障害者の自立を支え、地域で安心して暮らせる社会の実現を目指すこととなった。
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運営者Ａ生命保険会社Ｂ生命保険会社運営者信託銀行等（受託者）

基本商品

生命保険

（死亡保障のある主契約に割増年金支払特約を付加

する　[例]　割増年金支払特約付終身保険）

生命保険

（終身保険／年金支払特約）

制度名特定贈与信託

保険の概要

受取人が障害者の場合、主契約の死亡保険金を、年

金額が割増された保証期間付終身年金として受け取

れる

特約を付加することによって、生命保険金を遺族が年

金形式で受け取れる商品

制度概要

親族等が、特別障害者の生活の安定に資するため

に、金銭等を信託し、受託者である信託銀行等が信託

された財産を管理運用し、障害者に金銭を交付する

制度

契約者特段の条件はない

制限なし（契約者が被保険者である場合は、被保険者

の記載による）

委託者特別障害者の親族や篤志家

被保険者

主契約による

（主契約が終身保険の場合は原則７5歳まで、主契約

が定期保険の場合は原則65歳まで）

・契約時点で８５歳以下であること

・終身払込の場合を除き、払込終了時点で

　85歳以下であること

年金受取人

被保険者と同居または生計を一にする二親等内の親

族・配偶者である障害者

契約者が保険金受取人として指定した者受益者特別障害者（相続税法第19条の４第2項)

掛金（保険料）

主契約の保険種類、被保険者の年齢・性別、保険料

払込期間などに応じて決定される

（割増年金特約に関する保険料は不要）

年齢・性別・保険料払込期間に応じて設定

保険料払込期間主契約の保険種類・契約年齢に応じて設定する契約年齢に応じて設定

給付額

特約付加時における会社所定の基礎率により計算し

た年金額と、年金開始時における会社所定の利率等

により計算した年金額のうち、いずれか大きい金額

死亡保険金額は保証。ただし、運用実績により増額の

可能性がある

交付額

契約時に受託者（信託銀行等）と委託者（親族等）の

協議により決定

給付期間年金受取人の生存期間中終身または確定を選択交付期間

契約時に受託者（信託銀行等）と委託者（親族等）の

協議により決定

受給要件被保険者が死亡したとき被保険者の死亡、または高度障害の状態になったとき交付時期

契約時に受託者（信託銀行等）と委託者（親族等）の

協議により決定

特約が付加できる

障 害 者 の 範 囲

①身体障害者（障害程度等級表１～３級）

②知的障害者（おおむね18歳までに障害があら

　われ、日常生活に支障が生じ特別の援助が必

　要であると会社が認めた者）

③精神障害者等（精神または身体に永続的な障

　害を有する者で、障害の程度が①又は②と同

　等の障害と会社が認めた者）

障害者の範囲

相続税法第19条の４第2項の特別障害者

①身体障害者手帳１・２級

②知的障害者（所得税法施行令第10条第2項第

　1号にいう重度の知的障害者)

③精神障害者保健福祉手帳　　　　　等

税制上の措置通常の生命保険料控除通常の生命保険料控除税制上の措置6,000万円を限度に贈与税が非課税

・元本補填、利益補足なし

備考備考・信託報酬（手数料等）は受託者により異なる

・受託者によって最低受託金額（例1,000万

　円）を定めている場合がある

・その他受託者により所定の届出がある

信託財産

金銭、有価証券、金銭債権および一定の要件を満た

す不動産

（相続税法第21条の４第2項）

不慮の事故により事故日から180日以内に所定の身体

障害状態になったときは以後の保険料支払は不要

・不慮の事故により、被保険者が所定の身体障

　害状態になった場合は、以後の保険料の払込

　は免除される（一部主契約を除く）

・年金の保証期間は5年・10年・15年・20年から

　選択する
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項　　　　　　目

基本保険商品

保険の概要

契約者

被保険者

保険受取人

保険料（掛金）

払込期間

受給額

年金支給期間

受給要件

税制上の措置

平成16年度

都支払

備考（試算を含む）前納分月払分

財政調査適正掛金

想定額

男370万200万3,577,38822,846393万円

女370万200万3,202,24216,682

(15年納付）

男310万260万2,690,48121,135276万円

女350万220万2,724,27813,083

(10年納付）

男

※

150.1万420万1,391,74725,153141.6万円

女200万370万1,411,24816,331

(5年納付）

注）都支払想定額は、課税想定額を差し引いた額である。税率は80歳で20%、75歳で10%、70歳で5%とした。

　　年齢制限等なし（契約者が被保険者である場合は、被保険者の記載による）

　　特約を付加することによって、生命保険金を遺族が年金形式で受け取れる商品

　　①終身保険　　　②年金支払特約を申込時に付加できるもの

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　　契約年齢に応じて設定

　　年齢・性別・保険料払込期間に応じて設定

　　契約者が保険金受取人として指定した者

　　①契約時点で８５歳以下であること　　　　　②終身払込の場合を除き、払込満了時点で８５歳以下であること

　　通常の生命保険料控除

　　被保険者の死亡、または高度障害の状態になったとき

　　終身給付（保証期間あり）または確定給付を選択

　　普通死亡保険金額を保証、運用実績に応じた増額の可能性あり

　　【生命保険料試算】

　　・被保険者の健康状態に多少の問題があった場合でも特別条件を付加して契約可能なことがある。

　　・一定の条件を満たせば、特別条件が緩和される場合がある。

　　不慮の事故により事故日から180日以内に所定の身体障害状態になったときは以後の保険料支払は不要

月払保険料加入年齢性別

　　　（条件　：　保険金額 570万円、前納保険と月額終身払込み保険の組み合わせ）

26,400



給付月額２

万円に換算

した場合

保険金額

前納保険料

80歳

75歳

70歳

※70歳男性では260

　万円の５年払込保

　険を３年前納した

　ところで、払済み

　手続で保険金額を

　150.1万円とし、

　保険金額を減額し

　た。


第５　扶養年金制度の社会的役割の変化をふまえた今後の在り方

障害者福祉をめぐる諸施策の充実など環境の変化もあり、扶養年金制度への加入率が大幅に減少している。知的障害者と身体障害者における手帳所持者に占める加入者の割合は、制度発足まもなくの昭和45年度には11.1%であったが、平成16年度には5.7%とほぼ半減している。制度発足後、37年を経過し、本制度の社会的役割や障害者の経済面に占める比重も変化してきていると言うことができる。

一方、本制度の運営面では、財政的に多額の公費が投入されてきた。制度発足当時から掛金の減免費相当分と事務費について公費で負担するとともに、基金補填として、16年度末までに159億円を繰り入れている。しかし、平成５年度から扶養年金基金の取崩しが始まっており、今後も扶養年金制度を維持するためには、平成23年度に扶養年金基金が枯渇したのち、毎年40億円以上（以後、漸増）の公費投入が必要な状況となる。将来にわたってこのような多大な公費を投入し、実質的に公費による給付を継続することは、扶養年金制度が任意加入である以上、妥当性があるとは言えない。
　１　扶養年金基金の取崩しが止まらない要因

平成10年改正以降も扶養年金基金の取崩しが止まらない要因として、次のような構造的要因がある。

①　バブル経済崩壊後の低金利状態が現在に至るまで長く続いたため、扶養年金基金の運用実績が低迷し、運用利率が予定運用利率を大幅に下回り、基金運用収入が激減している。
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　　②　新規加入者数の減少、納付完了者の増加により、掛金納付者が減少し、掛金収入が減少している。

　　③　受給者の増加により、年々、給付額が増加している。

[image: image30.emf]⑧弔慰金・脱退一時金
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平成８年から平成7年12月31日以前の既加入者及び年金受給者の年金に必要な費用のうち、過去の保険料納付不足分(1,200億円)を国及び地方公共団体が２分の１ずつ２０年

間負担し、保険財政及び年金財政に繰り入れることとなった。年間所要額92億円のうち、国が46億円、地方公共団体が46億円を負担。

年金管理者

障　害　者

加入者

（保護者）

加入期間に応じて

○弔慰金

　２・５・１０万円

○脱退一時金

　３・５・１０万円

地方公共団体

（道府県・指定都市）

【実施主体】

国

独立行政法人

福祉医療機構

　　　　　１口

月額　２万円

心身障害者扶養共済制度条例準則

　　　　　　同　　　　　　施行規則準則

事務費補助（１／２）

特別調整費（１／２）

独立行政法人福祉医療機構法

　　　　同　　　　施行令

（認可）業務方法書

（認可）扶養保険約款

（認可）生命保険契約

（認可）指定金銭信託契約

⑥年金給付

保険金

　⑤信  託  金

      特例保険金

④保　険　金  （年金原資）

 　特例給付金（弔慰金）

　　  　　〃　   （脱退一時金）

③保　険　料

　 特例保険料

　②保　険　料

　    特別調整費

①掛金

共済契約（条例）

扶

養

保

険

契

約

（

約

款

）

心身障害者扶養者

生命保険契約

指定金銭信託契約

（単独運用）

生命保険会社

信託銀行

◎資金の運用

年金給付保険金

弔慰金給付保険金

脱退一時金給付保険金

⑦

制度の助長

指導・監督

（養育）

事務費補助

⑧年金

必要に応じて


　２　制度維持のための掛金引上げ

　　扶養年金制度は、これらの要因により財政が著しく悪化しており、発足時に想定した相互扶助による保険制度としては成り立たなくなっている。

仮に給付水準を下げずに制度を維持するとした場合の適正掛金は、どの年齢区分においても、現行掛金に比べ２万４千円程度上がることとなる。加入者の負担能力を超える大幅な値上げが必要となり、現行の考え方で制度を維持することは実質的には不可能と言わざるを得ない。

[image: image31.emf] 完了者に対する金額 


なお、平成18年７月14日に、日本銀行の金融政策決定会合でゼロ金利政策の解除が決定され、金利が上向く兆しがあると思われるが、かつての高度成長期のような高金利を予想することは現実的ではないので、平成16年度財政調査の試算を援用している。
　３　制度を運営してきた東京都の責任
都は、保険制度の運営者として、５年ごとに財政調査を実施してきた。しかし、財政調査結果に基づき適正掛金等を検討すべき審議会の設置は３度であり、過去に制度改正が行われたのは４回である（昭和45年度改正は当時全国制度と年金給付額が同額であったため、掛金を全国制度と同額に引き下げた改正であったので、審議会は設置されなかった。）。

　特に、扶養年金基金の運用利率が低下し始めた平成元年度以降も制度予定利率との乖離が進んだが、都は制度の見直しを行わず、ようやく平成10年10月に制度存続を図るために大幅な掛金の引上げを柱とする改正を行った。しかし、その後も制度予定利率と基金運用利率の乖離は進み、将来の年金財政に破綻の兆しが見られたにもかかわらず適切な対応をとらないまま今日に至ってしまった。

[image: image32.emf] 完了者に対する金額 


　また、現在の都制度と全国制度を、モデルケースにおける給付総額と掛金総額を対比すると、掛金総額に対する給付総額の割合は、どの掛金区分をみても、都の方が有利であることがわかる。このことは都制度が全国制度と比べ手厚い制度であったこと、当初掛金を低く設定したことが制度に対する重い負担になってしまったことを示している。

　　　いずれにしても、結果的に制度の破綻に至った都の責任は重いと言わざるを得ない。

[image: image33.emf] 特約／基本 


　こうした現状を踏まえ、審議会としては、
「扶養年金制度の現状を詳細に検討した結果、現行の扶養年金制度は財政的に行き詰まっており、これを維持するためには、掛金を大幅に値上げするか、又は継続的な多額の公費投入により実質的に公費で給付を行うほかはない。しかし、加入者の負担能力を超える大幅な掛金の値上げは、実質不可能である。また、扶養年金制度は任意加入であり、年金給付に要する費用は加入者の掛金で賄うことを原則とする制度であるから、継続的な多額の公費投入を前提とした制度の維持は不可能である。
制度発足後37年経過し、その間障害基礎年金や各種手当の創設や給付水準の向上が図られ、さらには障害者施策が質・量ともに充実されてきたことなどにより、経済面で障害者の生活を支えるという扶養年金制度の役割もその当時とは変わってきている。障害者が地域で自立し、尊厳をもって生活ができるよう、地域での生活基盤整備のさらなる充実を図っていくことが求められており、都としては、そうした施策にも力を注いでいかなければならない。
このような現状を踏まえると、現行制度を維持することは、もはや困難であり、制度廃止を提言せざるを得ない。
　しかし、制度が破綻に至ったことについて、制度を運営する都の責任は非常に重いものであり、都は、制度廃止に伴う制度加入者への対応に十分に意を尽くすべきである。その際、制度加入者への対応に多額の公費を投入せざるを得ないことについて一般都民に説明し理解を得る必要がある。条例によって都民に対し給付を約束した責任の重さと、制度廃止に伴い多額の都税を使わざるを得ない責任を考慮し、的確に対応すべきである。
また、受給者にとって扶養年金は、親亡き後の補完的な収入として大きな役割を果たしていることと、依然として扶養年金制度への加入希望はあるという事実を受け止め、都制度の廃止に当たっては、全国制度への参加について国と調整するとともに、民間制度の活用を検討するなど、親亡き後に年金的給付が行える仕組みを利用したいという保護者の希望に応えることを要望する。」

という結論に至った。

第６　扶養年金制度の廃止に当たって

　扶養年金制度は、知的障害者の親の会から「互助・自助の精神に基づく制度により自分達の力で子供に年金を残していきたい」という要望に基づき、障害者の保護者の相互扶助を基本とした制度として発足し、37年間続いており、すでに多くの年金受給者が生じている制度である。制度が立ちゆかなくなるからといって、この点に配慮なく、制度を廃止することは許されるものではない。また、今後、扶養年金制度への加入を希望する者のために、代替制度について配慮すべきである。

以上のことを踏まえ、審議会は以下のことを要望する。
　

１　代替制度
　現在、全国制度に参加していないのは、都だけである。今後は、都単独で制度を維持するよりは、スケールメリットを活かすことで安定的な制度運営が可能であり、制度間や地域間での給付格差や掛金の不均衡を解消することにもなる全国制度へ参加すべきである。

現在の全国制度は、平成８年の改正の際、掛金引上げを行うとともに、過去の債務1,200億円について、国と道府県・政令指定都市で20年間財政支援を行うことによって財政を健全化することとなっていた。しかしながら、その後の金利状況の変化、平均寿命の伸長等により、財政支援の終わる平成28年度以降には欠損金が生じることが予測されている。そのため、国においては、関係省庁、関係団体等との調整を行いながら、制度の在り方について検討会を立ち上げ、審議の上、見直す予定と聞いている。具体的には、検討結果を踏まえ、国において見直し案を提示し、道府県・指定都市の条例改正を経た上で、平成19年度中の制度の見直しを目指していると聞いているので、この見直し後の全国制度へ都も参加すべきである。


２　扶養年金制度加入者への対応

制度の廃止に当たっては、扶養年金制度の仕組みを理論的に整理した上で、①受給者、②未受給者という立場の違いを考慮し、それぞれのバランスを考えるべきである。

また、これらを考える上で、過去において年金制度を廃止した事例も参考となるであろう。

　

(1) 農業者年金

　　　　農業者年金は昭和46年に創設されたが、平成14年１月より新制度に改正された。

　　　　従前は、年金給付等に必要な費用をその時々の現役世代（＝加入者）の保険料で賄う賦課方式をとっていた。しかし、加入者に対する受給者数の割合が高まり、賦課方式の下では受給者を支える加入者の負担が著しく大きくなることが見通されたので、平成14年１月に将来の年金給付に必要な原資をあらかじめ自ら積み立てていく積立方式に財政方式を変更し、新たな年金制度を構築した。
　　　　この制度改正に伴い、従前の加入者は全員、平成14年１月１日に被保険者の資格を喪失した。
　　　　その際、講じられた措置は下記のとおり。
①　受給者については平均9.8%年金額を引き下げる。

②　加入者及び待期者については、いかなる世代においても掛け損防止が図られるよう措置され、その上で、旧制度に関する給付の財源を全額国庫で負担する。





　このことによって、加入者及び待期者は、平成14年１月１日以降65歳になる月の前月までをカラ期間とみなし受給要件を満たしたこととすることで将来の年金を受け取るか、これまで納付した保険料総額の８割を特例脱退一時金として受け取るかを選択することとなった。

農業者年金は公的年金制度の体系に位置づけられた制度であったことから、見直しに当たって受給者にも負担を課したこと、また、加入者や待期者に対して将来の年金受給と特例脱退一時金を選択できるようにし、どの世代においても掛け損にならないように配慮したことが特徴と言える。

扶養年金制度は公的年金制度とは制度を異にするため、農業者年金と同一には論じられないが、農業者年金の見直しも考慮しながら、制度廃止に当たっての対応を考えるべきであろう。
(2) 保険理論からみた扶養年金制度

　扶養年金制度は、年金という言葉を使っているが、本質は障害者の保護者が自分の亡き後、子である障害者に対して給付金を支給する生命保険である。一般の生命保険とは、死亡給付金として一時金を支払う代わりに、それを年金形式で給付する仕組みをとっている点で異なっている。




このことは、全国制度の仕組みをみると明らかである。全国制度では、①生命保険部分、②年金支払部分の２つから成り立っている。つまり、掛金は保険料として生命保険会社に納められ、加入者である保護者が死亡すると生命保険会社から保険金が支払われる（生命保険部分）。そして、支払われた保険金を原資として信託会社で運用し、そこから年金を給付しているのである（年金支払部分）。

　都の場合は、運営主体である都が単独で運営しているため、全国制度の生命保険会社と信託銀行の役割を東京都が担っていると言える。

　扶養年金の制度は生命保険としてみれば、満期払戻金がないため、ある意味で掛け捨て保険ということができる。しかし、都制度では、掛金の払込期間を20年間に限定しているため、20年間掛金を払った時点で、保険料を払わずに保険に入っている立場となる点で掛け捨て保険とは異なっている。

　したがって、都制度において、受給者は保護者が亡くなったことによる保険金を給付された立場にあり、未受給者である納付完了者・掛金納付者は、未だ保険金が発生していないが、前者は保険料を払い終えて保険に入っている立場、後者は保険料を払い、かつ保険に入っている立場にある。

　これらを踏まえ、扶養年金制度の加入者について、以下のような観点に立った考え方に立つべきである。

(3) 受給者への対応

受給者は保護者が亡くなり、既に保険金が給付された立場にあると理解すべきで、保険金を年金形式で受領している者である。このような立場を考慮すれば、給付額を減額したり、支払期間を限定することについては、慎重に対応しなければならない。
また、制度を運営する都の責任や、扶養年金が既に受給者の生活資金の一部になっている現状から、受給者に対しては、引き続き、現在と同様の給付を行うことが妥当である。
(4) 未受給者への対応

未受給者は、保護者が存命で、未だ保険金給付事由が発生していない状況にある点で、既に保険金を給付された受給者とは別段に考えるべきである。

未受給者には、掛金拠出義務を完了した納付完了者と現在掛金納付中の掛金納付者がいるが、両者は保険金給付事由が発生していない点で、その立場は同等であり同一の基準で考える必要がある。ただし、納付完了者は新たに保険料を支払うことなく保険に入っている立場であるのに対し、掛金納付者は現に保険料を支払って保険に入っている立場という点で異なる（ただし、掛金納付者もあと何年か保険料を払えば、納付完了者と同じ立場になることを考慮すべきである。）。
未受給者は、保険に入っていることで保護者が亡くなれば保険金を受給することが期待できる立場にあることを考慮し、一定の配慮を行うことが必要である。制度廃止に伴って、このような未受給者の期待が失われることに対し、どのように配慮すべきかについては様々な考え方があり得るが、本審議会としては以下のように考える。
すなわち、都制度はある意味、全国制度を代替する役割を担っていたと考えられることから、納付完了者については、新たな負担をすることなく、全国制度と同程度の水準が確保できるようにすべきである。具体的には、全国制度の給付額と同じ月額２万円を、現在の平均的な年金の受給期間を受給したと仮定した場合の総額（清算基準額）を算出し、清算基準額を現在の価値に換算した金額を清算金として支払うべきである。



また、掛金納付者については、納付完了者における清算基準額を掛金の払込期間に比例させた金額（「納付完了者の清算基準額」×「掛金払込月数／20年」）を清算額とし、現在の価値に換算した金額を清算金として支払うべきである。


(5) 特約付加入者への対応

特約制度は、昭和62年７月に創設されたため、現時点では納付完了者は存在しない。既に保護者が亡くなった障害者のみが受給者となっている。

特約分についても、基本分と同様に考えるべきであり、受給者については現在と同様の給付を行い、未受給者については、保険に入っている立場を考慮し、平均的受給期間の受給総額（清算基準額）を算出し、それぞれ掛金払込期間に比例した金額（清算額）を現在の価値に換算した金額を支払うべきである。

具体的には、特約の年金月額は１万円で、基本月額の３分の１であることから、清算基準額等は下記のとおりとなる。


　　(6) 支払方法

清算金の受取人としては、障害者の保護者（掛金納付者及び掛金完了者）又は障害者が考えられる。支払方法は、原則として受取人が選択できるよう配慮すべきである。
障害者の保護者に支払う場合は、民間制度の利用に際して、一時払い保険料に充当することができるので、一括払いとすべきである。
障害者に支払う場合は、パブリックコメントで、高齢の保護者を中心に障害者に年金的に支払って欲しいとの意見が多数あったことを踏まえ、原則としてこれまでの掛金の納付年数による分割払い（最長20年）とすべきである。その際、分割により支払いを留保する清算金については、分割期間の運用利息を付して支払総額を確定し、分割期間に応じて均等分割した額を毎年度支払うものとするのが妥当である。ただし、障害者に支払う場合であっても、障害者が希望するならば、一括払いできるよう配慮する必要がある。
また、清算金は年金とは異なるので、分割払いを選択した場合に、全額の支払いを終えないうちに受領者が亡くなったとしても、清算金の残額は受取人の相続人に対して支払うのが妥当である。

　　(7) 税法上の扱い
扶養年金に関する税法上の優遇措置は所得税法第９条第１項第３号ハに、その要件は同法施行令第20条２項において規定されている。

今回の都の扶養年金制度が立ちゆかなくなったことに伴う措置について、税務当局の説明では、「扶養年金制度は、非課税規定である所得税法第９条第１項第３号ハの規定が適用となり非課税となっている。しかし、扶養年金制度が廃止となると、扶養年金制度の要件を規定する所得税法施行令第20条第２項の要件を満たさなくなるので、非課税の取扱いを継続することは困難である」とのことである。


制度廃止に当たっては、上記対応を基本としつつ、個別の対応が必要な点について以下に記述する。
(8) 現加入者の中で、全国制度の加入要件に該当しない者への対応

　現在、都制度に加入している者のうち、65歳以上の者と身体障害程度４級の者は、全国制度の加入要件に該当しない。この点については、現在、国が検討している新全国制度でも同様である。
　都が参加を予定する新全国制度においては、加入者はすべて新規加入となる。全国制度は全国の加入者を平等に扱うことから、過去の制度を引き継いで加入することは不可能であり、また、一部の自治体についてのみ例外措置を設けることはできないと言われている。
　したがって、新全国制度へ加入できない者への対応としては、民間制度の活用を検討する必要がある。保護者亡き後、障害者へ年金を支給できる民間制度としては、生命保険会社が扱う遺族年金特約付生命保険と信託銀行が扱う特定贈与信託といった商品がある。

特に、遺族年金特約付生命保険に関しては、個々の状況に応じた保険設計が可能であるので、まとまった資金での保険料の払込みや、受給額の増額など様々な対応が可能である。

全国制度へ加入できない65歳以上の者にとっては、85歳まで被保険者とすることができる遺族年金特約付生命保険がある。現在の都制度では加入年齢は65歳までで、掛金の払込期間が20年であることから、85歳まで加入できれば、これら者のほぼすべてが利用できることとなる。


　さらに、この保険商品では、都が支払う額を一時払い保険に活用し月払いの保険と組み合わせると、月払いの保険料を低く抑えることも可能である。現在検討が行われている新全国制度においても、掛金の引き上げが検討されているが、想定される掛金は、この保険商品の月払い保険料とほぼ同程度であり、将来の年金給付総額も同程度のものが確保できる。

また、特定贈与信託については、受益者となる障害者の障害程度に関して相続税法で規定されており（特別障害者、いわゆる重度障害者）、信託金としてある程度まとまった額の資金が一時的に必要となることから、利用者はかなり限定されると思われるが、選択肢の一つにはなり得る。

こうした遺族年金特約付生命保険や特定贈与信託制度を活用すれば、全国制度へ加入できない者に限らず、幅広く保護者の「保護者亡き後、障害者へ年金的に受給したい」という要望に応えることが可能である。

都は、全国制度へ加入できない者をはじめとする利用希望者に対して、扶養年金制度の代替制度として、これらの民間制度を紹介する機会を設けなければならない。

　　(9) 生活保護受給者への対応
　生活保護受給者については、保護者に一括払いする清算金は収入認定の対象となる。

　扶養年金制度の趣旨を踏まえ、当面は預託するなど、生活保護の受給に影響を及ぼさない方法を検討すべきである。

　　(10) 扶養年金制度廃止後の姿及びスケジュール

　本審議会は、扶養年金制度が廃止となった後も、保護者亡き後の障害者の生活不安の軽減に向け、障害者に年金的にお金を残したいという希望にこたえ、都が、全国制度への参加や民間制度の活用により、扶養年金制度発足の目的を果たしていくことを要望する。









　　　　今後のスケジュールに関しては、本審議会としては、都制度の廃止と新全国制度の発足が同時期となることが望ましいと考える。しかし、早期の結論を望む制度加入者のパブリックコメントを尊重し、新全国制度発足前に、都制度を廃止する場合には、新全国制度発足までの間、未受給者が不利益を蒙ることのないよう、必要な経過措置を設けるべきであろう。
	【今後の扶養年金制度】


　　　　本審議会としては、最終的に扶養年金制度廃止という結論に至ったのであるが、制度廃止後の対応については、扶養年金制度の利用者、扶養年金制度を利用していない障害者、一般都民、それぞれの立場について様々な視点から審議し、バランスを考慮したうえで、すべての人々にとって許容し得る限界点の対応策を示したものと認識している。
３　終わりに
　都は、制度運営が立ちゆかなくなり、扶養年金制度を廃止せざるを得ないという事実を厳粛に受け止め、本審議会答申を実現すべく、制度廃止後の対応に誠心誠意取り組むべきである。

　扶養年金制度は廃止せざるを得ないとしても、保護者亡き後の不安の軽減と障害者の福祉の向上を図るという制度の目的自体は、依然として重要な課題である。

　新全国制度の発足が条件とはなるが、都が全国の道府県及び政令市と協力して、「互助・自助の精神に基づく制度により自分達の力で子供に年金を残してゆきたい」という障害者の保護者の希望にこたえていくことを要望する。
　一方で、障害者が保護者亡き後も地域の中で自立して、尊厳をもって生活できるよう、都が総合的施策展開に積極的に取り組むことの必要を特に付言しておきたい。具体的には、グループホーム等地域居住の場、日中活動の場などの生活基盤や、ホームヘルプサービス・訪問看護、地域居住サポートなどの支援システムの充実を支援していくことが急務である。そして、扶養年金制度の廃止に伴う公費投入が、予算措置に影響を及ぼすことによって、こうした取組に遅れが生じることがあってはならないということを強調しておきたい。
　本審議会は、社会連帯の理念に基づき、障害者が地域の中で自立して生活できるよう、社会全体で支援していくこと、保護者が、自身亡き後を心配しないですむような社会の実現に尽力されることを期待する。
【扶養年金制度の改正経過】


  �
昭和44.4.1


（創設時）�
昭和45.9.1�
昭和53.10.1�
昭和62.7.1�
平成10.10.1（現行）�
�
加 入 資 格�
45歳未満（創設初年度のみ年齢制限なし）�
65歳未満・特約制度導入�
�
区　  　 分�
基本分�
基本分�
基本分�
基本分�
特約分�
基本分�
特約分�
�
　　  ～３４歳�
1,000円�
1,000円�
1,700円�
1,700円�
　700円�
4,800円�
1,600円�
�
３５歳～３９歳�
1,500円�
1,300円�
2,500円�
2,500円�
1,000円�
6,000円�
2,000円�
�
４０歳～４４歳�
�
�
�
�
1,200円�
7,200円�
2,400円�
�
４５歳～４９歳�
2,000円�
1,500円�
3,000円�
3,200円�
1,600円�
8,600円�
2,900円�
�
５０歳～５４歳�
�
�
�
4,000円�
2,000円�
10,500円�
3,500円�
�
５５歳～５９歳�
�
�
�
5,400円�
2,700円�
12,800円�
4,300円�
�
６０歳～６４歳�
�
�
�
7,200円�
3,600円�
15,600円�
5,200円�
�
払込期間�
２５年�
２０年�
２０年�
２０年�
２０年�
�
年金給付額


（月額）�
20,000円�
20,000円�
30,000円�
30,000円�
10,000円�
30,000円�
10,000円�
�
改 正 内 容�
　�
①掛金引下げ�②納付期間の短縮�
　掛金引上げ�
①加入資格年齢引上げ�②特約制度の新設�③健康告知制度導入�
①掛金引上げ�②支給制限、支給停止の


規定�③加入期間に応じた弔慰


金支給�④脱退一時金等の創設  等�
�
改 正 理 由�
　�
全国制度に合わせるため�
給付額を増額するため�
全国制度に対応するため�
年金財政を建て直し、�安定的運営を図るため�
�
全 国 制 度


の 改 正�
　�
昭和45年2月1日


全国制度発足


①掛金　


1,000～1,500円


②給付額


20,000円�
　�
昭和54年10月1日改正�　①加入資格緩和（65歳未満）�　②２口加入制度�　　（最高給付 40,000円)�
平成8年1月1日改正�　①掛金引上げ�　②脱退一時金の創設�
�
　　　　





【扶養年金給付財源の将来推移】


�


（注）扶養年金基金の運用予定利率を0.5％とし、基金補填を行わなかった場合（平成１６年度までは実績値）





【掛金総額･給付総額対比表（都制度・全国制度）】


�





【地域で生活する上で必要な福祉サービス等（各障害種別）】


　


�


�


（「障害者の生活実態（平成15年度東京都社会福祉基礎調査報告書）」より）








【扶養年金会計収支累計】


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成16年度末）


　　【歳入】


　　　　　838億円�
�
�
都費　　億円�
�
掛金収入


199億円


（23.7％）�
都費計463億円（55.3％）�
財産収入


176億円


（21.0％）�
�
�
�
�
減免費


53億円


（６.3％）�
軽減費


251億円


（30.０％）�
基金補填


159億円


（19.0％）�
�
�
�
�
　　【歳出】


838億円�
�
事務費　　億円�
�
給付金


647億円


（77.2％）�
基金積立金


191億円


（22.8％）�
�
�
�
（注１）上記は、昭和44年度から平成16年度までの収支累計である。


（注２）減 免 費……都が負担した掛金免除者や掛金減額者に対する減免相当額


（注３）軽 減 費……都が負担した実際の掛金と適正掛金との差額


（注４）基金補填……扶養年金制度を安定的に運営するために、都が負担して扶養年金基金に積み増した額





【扶養年金の使途（各障害種別）】


�


�　�


（「平成１７年度東京都心身障害者扶養年金受給権者生活状況報告書」より）








【扶養年金の適正掛金】　　　　　　　　　　　�











【年金・手当等給付額の推移】


�

















【障害者施策の充実状況】


地域生活支援


�





（２）居住の場の整備


�





満期払戻金がないので、ある意味掛け捨て保険


（納付完了者・掛金納付者の未受給者はここの位置）





（受給者はここの位置）





加　入　者





加入者死亡に


よる保険金





【都制度の掛金月額表】


区　　分�
基　本　分�
特 約 分�
�
�
従前分�
改正分�
�
�
35歳未満�
4,800円�
4,800円�
1,600円�
�
35～40歳未満�
6,000�
6,000�
2,000�
�
40～45歳未満�
7,200�
7,200�
2,400�
�
45～50歳未満�
11,500�
8,600�
2,900�
�
50～55歳未満�
�
10,500�
3,500�
�
55～60歳未満�
65歳以上


を含む�
12,800�
4,300�
�
60～65歳未満�
�
15,600�
5,200�
�
（注） ・掛金は加入時の年齢で固定され、20年間払い込む。


　　　　　 ・従前分は昭和62年6月以前の加入者に適用される掛金である。


　　　　　 ・改正分は昭和62年7月以降の加入者に適用される掛金である。





第二ステージ　　年金支払





【扶養年金掛金と財政調査適正掛金との比較（基本分）】


�


　　





　　　　　　　【扶養年金制度を廃止した場合の支払方法】


�





第一ステージ　　生命保険





〔参　考〕　　　　　【都制度と全国制度の相違点】


項　　　目�
都　　制　　度�
全　国　制　度�
�
障害範囲�
身体障害者は障害程度４級以上のものまで対象�
身体障害者は障害程度３級以上が対象�
�
加入区分�
基本、特約�
１口ごと２口まで�
�
掛金（月額）�
基本分　4,800円～15,600円�
１口につき�
�
�
特約分　1,600円～5,200円�
3,500～13,300円�
�
給付額（月額）�
基本分　30,000円�
１口　20,000円�
�
�
特約分　10,000円�
２口　40,000円�
�
給付事由�
弔　慰　金�
加入期間に応じて�
加入期間に応じて、１口につき�
�
�
�
基本分　30,000円～120,000円�
20,000円～100,000円�
�
�
�
特約分　10,000円～  40,000円�
　�
�
�
葬　祭　料�
30,000円　（特約10,000円）�
な　し�
�
�
脱　退　等�一　時　金�
加入期間に応じて�
加入期間に応じて、１口につき�
�
�
�
基本分　30,000円、60,000円�
30,000円～100,000円�
�
�
�
特約分　10,000円、20,000円�
　�
�
掛金払込期間�
20年間�
20年かつ65歳に達するまで�
�






掛金支払い





扶養年金制度





【全国制度の掛金月額表】


区　　分�
昭和61.3.31 以前�
２口目及び昭和�
�
�
加入の１口目�
61.4.1以降加入�
�
35歳未満�
3,500円�
3,500円�
�
35～40歳未満�
4,500�
4,500�
�
40～45歳未満�
6,000�
6,000�
�
45～50歳未満�
7,400�
7,400�
�
50～55歳未満�
�
8,900�
�
55～60歳未満�
�
10,800�
�
60～65歳未満�
�
13,300�
�
（注）保険区分については、統合され、昭和61.3.31以前加入の１口目とそれ以外


の１口目・２口目となった。
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【扶養年金制度加入者の障害別分布】


�


�　�





【扶養年金制度加入者の推移（障害別）】


�





新規加入





【新規加入者・脱退者の推移】


�


　　※脱退…申出脱退＋資格喪失





全国制度





未受給者





【扶養年金基金運用利率の推移】


�





【年金受給者の掛金払込額別分布】


　�


（注）受給者数には受給差止者199名を含む。





見 直 し 内 容





旧制度の概要








�


（「障害者の生活実態（平成15年度東京都社会福祉基礎調査報告書）」より）








（３）就労支援


�





平成





昭和





昭和





平成





昭和44年度の約24.8倍





昭和44年度の約7.7倍





【東京都一般会計予算の推移】


�





【東京都障害者福祉予算の推移】


�


（注１）平成９年７月16日付の組織改正により、「心身障害者医療費助成」、「看護科差額助成」及び「千葉福祉園」は障害福祉部の所管となった。


（注２）「心身障害者医療助成」は、平成13年度から保険部の所管となり、14年度からは予算上も保険費に整理された。


（注３）平成16年８月１日健康局との統合により、17年度からは予算上も精神保健及び重症心身障害児関係を計上している（心身障害者福祉費は障害者施策推進費に、保険費は保健政策費に科目名変更）。


（注４）上記の予算額は旧福祉局の障害者福祉予算に、旧健康局等が所管していた障害者福祉予算（ただし、人件費等管理費を除く。）を計上した額である。











（平成16年度末）





【全国制度の財務状況将来予測】


　　�


（独立行政法人福祉医療機構「平成17年度心身障害者扶養保険事務担当者地区別打合せ会資料」を参考に都が作成）





【扶養年金制度加入者の推移（全体）】


�








（年金的給付・掛増し）





見直しに必要な調整（農業者老齢年金）





民間商品





【農業者年金制度の見直し】





　�
○�
見直し理由�
�
�
　�
加入者に対する受給者の割合が高まり、今後、受給者を支える加入者の負担が著しく大きくなることが見通されたため。�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
加　　　入�
�
　�
�
任意加入（旧制度加入者は平成14年１月１日に資格喪失。新制度へは新たな加入が必要）�
�
�
�
�
�
　�
○�
財 政 方 式�
�
　�
�
積立方式（年金給付に必要な原資をあらかじめ積み立てていく方式）�
�
�
�
�
�
　�
○�
保　険　料�
�
　�
�
�
　�
�
　�
①月額　20,000円～67,000円（1,000円単位で増額可）


②青色申告者、認定農業者等一定の要件を満たせば、保険料の一部を国庫助成�
�
　�
�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
受　給　者�
�
　�
�
旧制度の給付を平均 9.8％切り下げ�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
加入者・待期者�
�
　�
・　平成14年1月1日から65歳になる月の前月までをカラ期間として加算し20年の加入期間を満たす者は将来の年金受給か、特例脱退一時金として納付済保険料の８割返還を選択することが可能�
�
　�
・　納付済期間が3年以上20年未満の者は脱退一時金（納付済保険料の３割程度）若しくは死亡一時金の支給（時効あり）�
�
　�
�
�
�
�
　�
○�
そ　の　他�
�
　�
�
�
　�
�
　�
�
旧制度に関する給付財源は国庫負担�
�
　�
�
�
　�
�
　�
�
�
　�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
制度の体系�
�
　�
�
国民年金に上乗せする二階部分の公的年金制度の体系に位置づけ（強制加入）�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
財政方式�
�
　�
�
賦課方式（必要な費用をその時々の現役世代の保険料で賄う方式）�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
保　険　料�
�
　�
�
定額　月額 20,440円〔13年度〕（35歳未満加入者は割引）�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
給　　　付�
�
　�
�
経営移譲年金または農業者老齢年金�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
受給開始年齢�
�
　�
�
経営移譲年金　……65歳までに経営移譲した後支給開始


農業者老齢年金……65歳から（経営移譲しなかった場合）�
�
　�
�
�
�
　�
�
�
　�
�
　�
○�
国 庫 負 担�
�
　�
　�
経営移譲年金については全額国庫で負担�
�
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経過措置


（都制度経過期間）





【障害者に対して年金的給付ができる民間商品（例）】


�


【全国制度に加入できない65歳以上の方のための民間商品（例）】


�








掛金納付期間が終了した者


（納付完了者）





掛金納付期間中の者（掛金納付者）





②既に年金の給付を受けている者（受給者）





①まだ年金を受給していない者（未受給者）





【全国制度の財務状況将来予測】


　　�


（独立行政法人福祉医療機構「平成17年度心身障害者扶養保険事務担当者地区別打合せ会資料」を参考に都が作成）








【全国制度の仕組み】


�


 （参考：独立行政法人福祉医療機構「平成17年度心身障害者扶養保険事務担当者地区別打合せ会資料」）








【扶養年金制度廃止後の姿】


　→　現行どおりの給付





完了者 → 全国制度並金額を支払　





納付者 → 完了者金額×納付月数／20年を支払


　　　　　　　




















ケース１　掛金完了者の場合（48歳時加入、男性、現在68歳）





　　２万円×12月　×　24年　＝　576万　･･････････清算基準額








（現在価値に換算）⇒約454万円･････････････支払額


→　支払いに当たっては、厚生労働省発表の男性の平均余命が68歳で16年なので、想定される年金の受取時期より16年早く支給されるとすると、576万円を、例えば年利1.5%で16年間分、割り戻すこととする。





　576万―576万×0.02×10年　＝　約454万･････お支払いする額


（納付した掛金の約３倍）

















ケース２　掛金15年納付の場合（48歳時加入、男性、現在63歳）





　　　576万　×　15年／20年　＝　432万　･･････････清算額





（現在価値に換算）⇒約321万円･････････････支払額


→　支払いに当たっては、厚生労働省発表の男性の平均余命が63歳で20年なので、想定される年金の受取時期より20年早く支給されるとすると、432万円を、例えば年利1.5%で20年間分、割り戻すこととする。





掛金年数／20年








年間受給額





平均受給年数





ケース３　掛金15年納付の場合（48歳時加入、男性、現在63歳）





　　　　576万　×　１／３　＝　192万　･･･････････清算基準額





　　　　192万　×　15年／20年　＝　144万　････････清算額


（現在価値に換算）⇒約107万円･････････････支払額


→　支払いに当たっては、厚生労働省発表の男性の平均余命が63歳で20年なので、想定される年金の受取時期より20年早く支給されるとすると、144万円を、例えば年利1.5%で20年間分、割り戻すこととする。





受給者





 





新規加入者








都制度保険期間





全国制度保険期間





最終答申





都制度廃止
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保険期間（経過措置）終了





議会で条例審議





全国制度加入開始





清算金支払





受給者へは年金給付を継続





※　経過措置期間中は、都制度の保険期間とみなす


　ただし、清算金を支払うと、都の保険期間は消滅


※　保険期間中に加入者が亡くなれば、受給者として扱う


※　新全国制度の加入開始により、未受給者の保険期間消滅


※　経過措置である保険期間内に、受給要件を満たした場合は、その間の掛金は収納する
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